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 　　    　　　　　　　 （積算業務含む）は令和９年３月３１日

　　　　これらに準ずる資料を添付すること。

 　　　    　　　　　　　 ただし、基本設計業務は令和９年１月２９日、既設建物とりこわし設計業務

　　　②　「担当主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務における担当技術者を総括する役割を担

　(４)　国立大学法人京都大学契約事務取扱規則第４条の規定に該当しない者であること。

公 示 日

　本業務は、物集女団地の研究棟（木造、地上１階、延べ面積１８１㎡）他７棟
の新営設計業務（設備）を行うものである。なお、本設計業務に関連する建築設
計業務については別途発注される予定である。

　(２)　業　務　内　容　　
　(１)　業　　務　　名　　京都大学（物集女）研究棟等新営（設備）設計業務

　(３)　履　行　期　限　　令和９年７月３０日

　　　　　　　　　　　京都大学施設部施設企画課施設契約掛
〒６０６－８５０１　　京都市左京区吉田本町担 当 部 局

国立大学法人　京都大学　学長　 湊　長　博発 注 者

令和８年９月４日

　　　　よる。

　　　案を求め、技術的に最適な者を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適用業務である。

　　　本件業務を受注した建設コンサルタント等（協力を受ける他の建設コンサルタント等を含む。以下同
　　じ。）及び当該建設コンサルタント等と資本若しくは人事面において関連を有する製造業者及び建設業

　　　　　　　　　　　電話番号　０７５－７５３－２３０８（直通）

５．　参加表明書及び技術提案書の作成様式及び記載上の留意事項

業 務 概 要

　　　進に関する基本方針」に基づき、温室効果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテーマとした技術提

　　　きること。

　　者は、本件業務に関するすべての建設業務の受注資格を失う。

　　　続開始の決定後に一般競争参加資格の再認定を受けていること。）であること。

　　　次に掲げる条件を全て満たしていること。
７．　技術提案書の提出者に要求される資格

　(１)　文部科学省における令和７・８年度の設計・コンサルティング業務の一般競争参加資格名簿におい

　(５)　管理技術者、担当主任技術者（電気設備）及び担当主任技術者（機械設備）を、各１名ずつ配置で

　(４)　業務の詳細説明　　別紙「特記仕様書」、「図面」及び「現場説明書」のとおり
　(５)　本設計業務は、「国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推

　　　て「建築設備（設計・施工管理）」の資格を有している者（会社更生法に基づき更正手続開始の申立

　(２)　経営状況が健全であること。
　(３)　不正又は不誠実な行為がないこと。

　　　てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手

　　　　う者をいう。

　　　　※　役職は問わないが、相当程度の責任をもって従事したものであること。

　　　　写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し、所属会社の雇用証明書の写し又は

説　　　明　　　書

　「京都大学（物集女）研究棟等新営（設備）設計業務」に係る参加表明書及び技術提案書の提出に関する
詳細は下記によるものとする。

６．　受注資格の喪失

　　　別紙参加表明書作成要領及び技術提案書作成要領のとおり。

　　　⑥　配置予定技術者は、本業務に専念できる者であり、かつ、管理技術者は自設計事務所に所属する
　　　　者であること。このことを証明する書類として、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書の

　　　④　各技術者間相互での兼務は不可とする。

　　　　(ア)　同種業務とは、「延床面積６００㎡以上の教育・研究施設の新営」の建築設備設計業務をい

　　　　があること。（設計共同体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。）

　　　　　　う。
　　　　(イ)　類似業務とは、「延床面積３００㎡以上の教育・研究施設の新営」の建築設備設計業務をい

　　　①　「管理技術者」とは、国立大学法人京都大学が定めた「設計業務委託契約基準」第１４の定義に

　　　⑤　平成２３年度以降に、元請として完成及び引渡しが完了した次に掲げる同種又は類似業務の実績

　　　③　管理技術者は建築設備士であること。「建築設備士」とは、建築士法（昭和２５年法律２０２号）
　　　　による建築設備士をいう。また、各担当主任技術者は資格は問わないものとする。

　　　　　　う。



　　　　課題①

　　　　課題②　　建設コストの縮減及び維持管理コストの削減に関する技術的手法について

　　　０日付け１７文科施第３４６号文教施設企画部長通知）に基づく指名停止措置を受けていないこと。

　　　学法人京都大学における契約に係る取引停止等措置要領」に基づく取引停止措置又は文部科学省から
　　　「設計・コンサルティング業務の請負契約に係る指名停止等の取扱いについて」（平成１８年１月２

　　　配置予定技術者の能力

　(８)　参加表明書の提出期限の日から技術提案書の特定の日までに、国立大学法人京都大学から「国立大
　(７)　技術提案書を提出しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。
　　　所在すること。
　(６)　近畿地区（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県及び和歌山県）内に本店、支店又は営業所が

10．　公示の写し　　別紙のとおり

　(９)　警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、国立大
　　　学法人京都大学及び文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でない

　　　　資格、同種又は類似業務の実績
　(１)　配置予定技術者の能力【審査のウェートは３分の１】

８．　技術提案書の提出を求める者を選定するための基準

　　　こと。

　　　資格、同種又は類似業務の実績

　　　別紙「設計業務委託契約書（案）」による。

　　　　参加表明者が、上記７．に掲げる資格を満たしているか否かの確認を参加表明書の提出期限日を基

　(１)　参加希望者は上記７．に掲げる資格を有することを証明するため、別紙参加表明書作成要領に掲げ

11．　契約書作成の要否　　要

　(３)　課題についての提案【審査のウェートは３分の１】

　　　　ただし、本件業務で求める課題は次のとおり。
　　　　提案の的確性、提案の独創性、提案の実現性

９．　技術提案書を特定するための評価基準

　　　　　なお、いずれの提案もイニシャルコストを踏まえた提案を行うこと。

　(２)　業務の実施方針【審査のウェートは３分の１】
　　　　業務内容の理解度、実施方針の妥当性、実施手法の妥当性

　　　準日として行う。
　　　　上記７．(１)の認定を受けていない者も次に掲げるところに従い、参加表明書及び資料を提出する

　　　別紙「設計業務委託契約書（案）」により契約書を作成する。

13．　参加表明書の提出期限、場所及び方法等

12．　支払条件

　　　　　　　　　　後５時まで。

　　　②　閲覧場所　　上記３．に同じ。

　(１)　提出要請者に選定されなかった者は国立大学法人京都大学学長（以下「本学学長」という。）に対

　　　ことが出来る。この場合において、上記７．(２)から(９)に掲げる事項を満たしている時は、技術提

　　　ることを確認する。

　　　　　　　　　　後５時まで。

　　　案書の提出期限の日において上記７．(１)を満たしていることを条件として、当該資格を満たしてい

　　　③　提出方法　　持参又は郵送（書留郵便等、配達の記録が残る方法に限る。）すること。

　(２)　質問書の提出期限、場所及び方法
　　　①　提出期限　　令和８年１０月５日（月）までの土曜、日曜及び祝日を除く毎日、午前９時から午

　　　　　　　　　　　ただし、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。なお、電送（ファクシミリ）に

　　　②　提出場所　　上記３．に同じ。

　(４)　閲覧の開始及び場所
　　　①　閲覧開始　　令和８年１０月１６日（金）からの土曜、日曜及び祝日を除く毎日、午前９時から

　　　　　　　　　　　ただし、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。なお、電送（ファクシミリ）に

　(３)　上記(２)の選定結果は、令和８年９月２４日（木）までに書面により通知する。なお、提出要請者

14．　非選定理由に対する質問書の提出期限、場所及び方法等

　　　③　提出方法　　持参又は郵送（書留郵便等、配達の記録が残る方法に限る。）すること。
　　　②　提出場所　　上記３．に同じ。

　　　し、書面（様式は自由）によりその理由について説明を求めることができる。

　　　　　　　　　　よるものは受け付けない。

　　　　　　　　　　午後５時まで。

　本建物の特性を考慮した、効果的な環境負荷低減に関する提案（３つ）及びそれを決定
していく上で考慮すべき要素について

　　　①　提出期限　　令和８年９月１４日（月）までの土曜、日曜及び祝日を除く毎日、午前９時から午

　(２)　上記７．に掲げる資格を満たしている参加表明者の中から、上記８．に掲げる基準に基づき、技術
　　　　　　　　　　よるものは受け付けない。

　　　を技術提案書の特定通知後に閲覧により公表する。

　　　るところに従い、別紙様式１～３及び技術資料様式１～６により参加表明書を作成し、提出すること。

　　　提案書の提出を求める者（以下「提出要請者」という。）を選定する。



　　　①　提出期限　　令和８年１０月２７日（火）までの土曜、日曜及び祝日を除く毎日、午前９時から
　　　　　　　　　　午後５時まで。

　(８)　参加表明書及び技術提案書は、返却しない。
　　　　ただし、技術提案書を特定した技術提案者の参加表明書及び技術提案書以外については、返却の希

　　　　なお、返却を希望する者は、その旨を参加表明書提出時に別紙様式２に記載し、併せて提出するこ
　　　と。

　(７)　関連情報を入手するための照会窓口　　上記３．に同じ。

　　　　(イ)　提出期限、場所及び方法等に適合しないもの。
　　　　(ウ)　記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。
　　　　(エ)　記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。

　　　望があった者にのみ返却する。

　　　①　同一の者が複数の参加表明書を提出した場合若しくは参加表明者が他の参加表明者の協力事務所

　(５)　手続における交渉の有無　　無。

　　　②　虚偽の内容が記載されている参加表明書又は技術提案書は無効とし、提出要請者としての選定及
　　　　び技術提案書の特定についてはこれを取消す。

　　　定の有無　　無。

　(４)　参加表明書及び技術提案書の無効等

　(１)　手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。
　(２)　参加表明書及び技術提案書の作成及び提出に要する費用は、参加表明者及び技術提案者の負担とす

18．　その他

　　　　ただし、金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。
　　　また、公共工事履行保証証券による保証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保

　　　②　提出場所　　上記３．に同じ。

　　　　(オ)　許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。

　(６)　当該業務に直接関連する他の業務の契約を、当該業務の契約の相手方と随意契約により締結する予

　　　　　　　　　　よるものは受け付けない。

　　　②　回答方法　　質問回答書を郵送する。

　　　　になっている場合には、当該参加表明書は全て無効とする。

　　　③　参加表明書又は技術提案書が次の条件の一に該当する場合は失格となることがある。
　　　　(ア)　別紙参加表明書作成要領又は別紙技術提案書作成要領に示された条件に適合しないもの。

　(３)　上記(１)の質問に対する回答期限及び方法

　　　証金は免除する。

　(２)　質問書の提出期限、場所及び方法

　　　　　　　　　　　ただし、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。なお、電送（ファクシミリ）に

　　　①　回答期限　　令和８年１１月６日（金）

　　　る。
　(３)　契約保証金　　納付。

　　　　　　　　　　午後５時まで。
　　　②　閲覧場所　　上記３．に同じ。

　　　③　提出方法　　持参又は郵送（書留郵便等、配達の記録が残る方法に限る。）すること。

　(１)　技術提案書を特定されなかった者は本学学長に対し、書面（様式は自由）によりその理由について

　　　提出期限日を基準日として行う。
　(２)　上記７．に掲げる資格を満たしている技術提案者の技術提案書の中から、上記９．に掲げる基準に
　　　基づき、技術提案書を特定する。
　　　　なお、当該技術提案書に次ぐ技術提案書を次順位として選定する場合がある。

　　　説明を求めることができる。

　(１)　技術提案者が、上記７．に掲げる資格を満たしているか否かの確認を上記15．(１)①の技術提案書

17．　非特定理由に対する質問書の提出期限、場所及び方法等

　(３)　上記（２）の特定結果は、書面により通知するとともに、技術提案書が特定された者を閲覧により
　　　公表する。
　(４)　閲覧の開始及び場所
　　　①　閲覧開始　　令和８年１０月１６日（金）からの土曜、日曜及び祝日を除く毎日、午前９時から

　　　　　　　　　　　ただし、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。なお、電送（ファクシミリ）に

16．　技術提案書の特定

　　　　　　　　　　よるものは受け付けない。
　(２)　上記(１)①の提出期限までに技術提案書を提出しない者は、技術提案書の提出を辞退したものとみ
　　　なす。

　　　①　提出期限　　令和８年１０月８日（木）までの土曜、日曜及び祝日を除く毎日、午前９時から午

　(３)　上記(１)の質問に対する回答期限及び方法
　　　①　回答期限　　令和８年１０月１５日（木）

　　　　　　　　　　後５時まで。

15．　技術提案書の提出期限、場所及び方法等

　　　③　提出方法　　持参又は郵送（書留郵便等、配達の記録が残る方法に限る。）すること。
　　　②　提出場所　　上記３．に同じ。

　　　ところに従い、別紙様式４及び技術資料様式７～８により技術提案書を提出することができる。
　(１)　上記13．(３)の通知により技術提案書の提出を求められた者は、別紙技術提案書作成要領に掲げる

　　　②　回答方法　　質問回答書を郵送する。



　(15)　プロポーザル方式の趣旨に鑑み特定された技術提案書の内容が本件業務の実施条件になるものでは

　　　ものについては、特記仕様書に明記することとする。

　(14)　契約締結前に建築士法第２４条の７に基づく重要事項説明を行うこと。

　(11)　参加表明書及び技術提案書の提出期限以降における参加表明書及び技術提案書の差し替え及び再提
　　　出は認めない。また参加表明書及び技術提案書に記載された配置予定技術者は、病休、死亡、退職等

　　　長に対して、再苦情の申立てを行うことができる。当該再苦情申立てについては、入札監視委員会が
　　　審議を行う。

　　　(３)①の回答を受けた日から起算して７日（土曜、日曜及び祝日を除く。）以内に書面により本学学

　(12)　参加表明書及び技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表又は

　　　ない。ただし、特定された者の技術提案に盛り込まれた内容のうち、発注者が実施すべきと判断した

　(13)　提出要請者の選定、技術提案書の特定及びその他の手続に不服がある者は、上記14．(３)①及び17．

　　　の極めて特別の理由があると認めた場合を除き変更することはできない。
　　　　なお、当該技術者の変更を認めた場合を除き当該技術者を配置できない場合は、提出要請者として
　　　の選定及び技術提案書の特定についてはこれを取消す。

　　　他の目的のために使用することはできない。

　(10)　参加表明書及び技術提案書は、特定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがある。

　(９)　参加表明書及び技術提案書は、本手続以外に参加表明者及び技術提案者に無断で使用しない。
　　　　ただし、参加表明書及び技術提案書は、公正性、透明性及び客観性を確保するため必要があるとき
　　　は、公表することがある。



　完了払いとする。

設計業務名　　京都大学（物集女）研究棟等新営（設備）設計業務

　る。

第６条　業務委託料は、受注者からの適法な請求に基づき、４回以内に支払うものとする。うち１回は
　基本設計業務に対する完了払い、うち１回は既設建物とりこわし設計業務（積算業務含む）に対する

　の支払いは請求書及び前払金保証事業会社の保証証書を受理した日から１４日以内にするものとする。

第８条　業務委託料（前払金及び部分払金を含む。）の請求書は、京都大学施設部に送付するものとす

第７条　業務委託料については、金　　　　　　　　　円以内を前払金として前払するものとする。こ

　この証として、本書２通を作成し、発注者受注者は次に記名押印のうえ、双方で１通を保有する。

第11条　この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発注者受注者間におい

　証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し

第10条　この契約についての細目は、別記　設計業務委託契約基準によるものとする。

　受　注　者

令和　　年　　月　　日（契約保証金納付日、公共工事履行保証証券又は履行保証保険契約締結日）

　発　注　者

　　　　学長　　湊　長　博

　　　国立大学法人　京都大学

いて、上記の設計業務（以下「設計業務」という。）について上記の業務委託料で、次の条項によって

　　京都市左京区吉田本町３６番地１

第３条　設計業務の着手時期は、令和　　年　　月　　日（契約日の翌日）とする。

　９日、既設建物とりこわし設計業務（積算業務含む）は令和９年３月３１日とする。

第９条　契約保証金は、金　　　　　　　　　円とする。ただし、金融機関若しくは保証事業会社の保

　て協議して定めるものとする。

　又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。

第５条　設計業務完了通知書は、京都大学施設部に送付するものとする。

第４条　設計業務の完了期限は、令和９年７月３０日とする。ただし、基本設計業務は令和９年１月２

第２条　設計業務は、（受注者の住所）において実施するものとする。

委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

第１条　受注者は、別冊の設計業務委託仕様書に従い、設計業務を完了するものとする。

　発注者　国立大学法人　京都大学　学長　湊　長博　と受注者　　　　　　　　　　　　との間にお

建築士法第２２条の３の３に定める記載事項　別紙のとおり

　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　円　（消費税法第２８条第１
項及び第２９条並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもの
で、業務委託料に１１０分の１０を乗じて得た額である。）

業務委託料　　　金　　　　　　　　　　円

設 計 業 務 委 託 契 約 書 （案）

　　　　　　　


